2009年二定　一般質問

地域福祉の推進について① 幸福実感都市実現における地域福祉の重要性についての認識を問う
　民主党・市民の会の瀬野喜代です。この間の経済危機のなか、麻生政権は展望をしめせず、迷走を続けています。高額所得者と大企業を優遇し、社会保障費を削ってきた国の方針を転換させる、政権交代が何より必要ですが、この場では、荒川区において、何ができるのかを前向きに考えたいと思います。

地域経済を活性化させ、地域福祉を充実させることが必要です。家族の絆、地域の絆が薄れ、1人暮らしが増え、孤立死や自殺、そして、いたいけなわが子を虐待してしまう親達がふえています。努力が報われない、誰もわかってくれないという孤独な若者の極端な殺人事件も、根っこには同じ、孤立感と絶望があります。この、八方塞の時代に、区が「幸福実感都市」をめざすことには大いなる意義があると私は思います。

人として最低限の生活が保障されることに加え、将来への希望と家族や地域、人との絆が幸福感をもたらします。核家族化した現在では、子育て・介護の孤立防止・虐待の予防と早期発見のために、地域の見守りが必要です。プライバシーを大切にする、程よいおせっかいが求められているのです。改めて、幸福実感都市の実現にむけて、地域の住民どうしの支え合いや見守りの機能を果たす地域福祉を推進することが、区政の重要課題と考えますが、区の認識をうかがいます。　

　次に、地域福祉の総合的・統合的推進のための 区と社会福祉協議会の連携強化について
うかがいます。

区の高齢者福祉課が行っている、支えあい見守りあいネットワーク事業や介護予防のグループ活動やころばん体操、おたっしゃランチには多くの区民がボランテイアで参加地域福祉を担っています。

荒川区社会福祉協議会も、いきいきサロンや福祉お仲人さん活動や福祉マップづくりなどに取り組んでいます。様々な分野で活躍するボランティアをよく知っているのも社会福祉協議会です。

今改めて、地域福祉推進のいろいろな事業を総合的、統合的に行うことが、必要ではないでしょうか。例えば今年度予算化された支えあい見守りあいネットワーク事業の災害時要援護者マップの作成は、社協の福祉マップづくりとの連携があれば、より効果的でしょう。介護予防事業といきいきサロンをうまく連携させ、数を増やすことも必要です。社会教育サポーターの協力も地域福祉には有効です。まさに、区と社会福祉協議会の連携強化が求められていると思いますが、見解をうかがいます。

次に地域福祉推進に大きな力を発揮する ソーシャル・コミュニティ・ワーカーの配置についてうかがいます。大阪府では、中学校区に1人を配置して地域福祉をすすめており、ゴミ屋敷リセットプロジェクトなどに取り組む豊中市社会福祉協議会は特に有名です。現在、厚生労働省でも、モデル事業を実施する自治体に事業費の半分を補助するなど、推奨しています。

荒川区においては、たとえば、現在28箇所になった、いきいきサロンを全区できめ細かく展開するためには、すでにある人的資源を活かし、地域ごとのネットワークを強化する必要がありますが、その中心となるのがソーシャル・コミュニティ・ワーカーです。昔から熱心に活動してくださっている民生委員・児童委員さんも、受け持ち対象が増え、精神的疾患など、難しい事例も多くなりました。地域福祉の専門家であるソーシャル・コミュニティ・ワーカーがいれば、地域のボランティアと協力体制をより進めることができます。ソーシャル・コミュニティ・ワーカーを社会福祉協議会に配置することを区として支援するべきと考えますが、見解を求めます。

　次に「子どもの貧困」の現状と対策についてうかがいます。
　世情を反映して、格差や貧困についての研究発表が続いています。格差があることが問題なのではなく、貧困が放置されていること、そして、貧困層が増大していることが問題なのだといわれます。「一億総中流意識」といわれていた日本では、貧困についての研究がほとんど取り上げられてこなかったようです。「日本の貧困率はアメリカに次ぎ、世界第2位」とする2006年のＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の指摘は衝撃をもたらしました。「とりわけ問題だ」とされた、「パート労働者の低賃金」に関しては、荒川区が、全国の先頭を切って、非常勤区職員の賃金格差の是正に取り組んだのは素晴らしいと思います。さらなる努力を期待するところです。

もう一つの指摘は「就労中のひとり親の貧困が著しく、教育水準の低下を防ぐことが必要」というものでした。

こどもの貧困は、こどもには何の責任もありません。にもかかわらず、こども時代に貧困家庭に育つことが、こどもの健康・学歴ひいては人生全般に大きな影響があり、虐待や非行が多く、世代間で連鎖すると統計上明らかになっています。社会保障・人口問題研究所の阿部彩さんは著作の中で「こどもの貧困は決してごく一部の特殊なケースに限られた現象ではなく、すべての人の身近にある問題である」と言われています。中央大学教授山田昌弘さんの2006年の著作「新平等社会」には低所得の母子家庭でのこどもの育ちに関する、示唆に富む指摘がされています。

そこで、区内の「子どもの貧困」の現状と世代間連鎖についての認識
についてうかがいたいと思います。

阿部彩さんの、親が中規模以上の企業に勤める正社員の場合のみ、こどもの貧困率が低いという指摘から考えると、荒川区のこどもの貧困率は、おそらく、日本の中でも高いほうでしょう。日本ではとりわけ、母子世帯のこども、0歳から2歳の乳幼児、若い父親を持つこども、多子世帯のこどもの貧困率が高いうえに、もっとも早いペースで貧困率が上昇しているとも指摘しています。荒川区の見解をお聞かせください。

ます、ひとり親、特に母子家庭への支援についてうかがいます。
荒川区では、０から２歳のひとり親家庭は希望すれば保育園にはいれる状況ですので、保育士の見守りや情報提供を決め細やかにお願いします。山田昌弘さんは、低所得のひとり親家庭のこどもは保育園でこどもを見守り、母親に将来自立するための就労支援をすることが、世代間連鎖を絶つには一番効果的だとおっしゃっています。

さらに、ひとり親家庭に育つと芸術・スポーツや自然に触れる体験が乏しく、人生経験の幅がせまくなり、貧困の連鎖につながるといわれます。人生の選択肢をどれだけ幅広く知っているかは、こどもが自分の人生を設計する上で大きな鍵を握ります。区として、コンサートへの招待を始め、音楽や美術などの体験を豊富に提供する支援や野外キャンプ、農業体験等に参加するための支援をしたらいかがでしょうか。
さらに、親への支援に関してですが、ひとり親がパート、アルバイトで生活費を稼いでいる場合、その親、つまり祖父母が援助をしているケースが多いようです。しかし、祖父母をあてにすることも限りがあるし、教育費も負担になるはずです。経済的に自立するには、手に職をつける、正社員になるなどが必要ですが、幼い子がいると企業も正社員として雇ってくれません。こどもが病気のとき、両親がいれば交替で休めますが1人親では何日も休めません。そんな時、病後児保育がうれしいサービスですが、区内にはたった一ヶ所しかありません。働く母親の切実な要望を受け、ある女性起業家が、研修を受けたスタッフを、病後児の自宅に派遣し、こどもの世話をし、家事を行い、母親の帰りを待つというサービス事業を展開しています。こどもにとっても元気の出ないときは自宅で過ごすのが一番、親にとっても送迎の苦労がなく、家事援助もあればありがたいはずです。

病後児保育の地域格差是正のためにも、ヘルパー派遣という選択肢を増やしたらいかがでしょうか。ご検討ください。

さらに、区が検討を開始している、入札における総合評価方式に母子家庭支援項目を入れることはいかがでしょうか。談合や不正の防止策をいろいろ検討するというより、仕事ぶりの検証をきちんと行うことと入札に総合評価方式を取り入れることを私は提案してまいりました。いままで、エルチャレンジ方式など、障がい者雇用を重点的に提案してきましたが、こどもの貧困が激増しているという今、母子家庭の母親の雇用などに熱心な企業を優遇する入札を提案したいと思いますが、いかがお考えでしょうか。

こどもの貧困問題の最後に、中卒・高校中退者への支援についてうかがいます。

学歴が低く、家族の支援がない場合、人生を着実に歩むことが困難になる確率が高くなる、事実、ホームレスには中卒や高校中退者が多いという調査結果がでています。家族の絆がある場合は、様々な支援に結びつくことも多いと思いますが、家族が崩壊していると、孤立しがちで行政サービスの情報も届きにくくなります。小中学校のつながりを活用して、中卒や高校中退者を把握し、就学や就労への相談支援体制の強化が必要ではないでしょうか。区の見解を求めます。　　
３番目に、低所得高齢者向け支援つき住宅についてうかがいます。

去る3月19日、群馬県渋川市の「静養ホームたまゆら」火災で10人のお年寄りがなくなった事件は、大都市の生活に困窮している高齢者のついの住処の実態を明らかにしました。荒川区でも、たまゆらのような無許可の施設ではありませんが、要介護高齢者を区外に送り出しています。

日本政府は高齢者の住まいについての施策展開を怠ってきました。高齢者人口の８％の介護に適した住まいが必要なのに、日本では５％しか用意されていないそうです。

北欧では、大規模施設を作るのやめ、できる限り在宅でと方針転換しています。スウェーデンは1992年から在宅生活のためのリハビリを徹底し、社会的入院を大幅に解消してきました。70年前半までは今の日本と同じように病院が高齢者ケアの中心だったようですが、９０年代から、施設は順次、一部屋とトイレとバスルームと簡易キッチンが義務付けられた「高齢者向けアパート」に建て替えられました。今では、リハビリと在宅の施策展開が行われています。

荒川区は今回特養ホーム2箇所の新設に着手しました。現状を考えると、緊急避難的には、しかたがないでしょう。しかし、介護が必要な人でも暮らせる高齢者アパートを整備し、在宅で暮らせる施策を展開することが必要です。人口20万とはいえ、10キロ平方メートルという狭さの荒川区でこそ、可能ではないでしょうか。高齢者が幸福を実感する施策だと思います。

私は2年前の一般質問で、高齢者の住まいについて質問しました。そのときの福祉部長の答えは、新たに策定する住宅マスタープランの中で検討するというものでしたが、この3月に策定された住宅マスタープランでは空き住宅の活用がいわれるものの、具体策が乏しいようです。そこで、現在、墨田区や台東区で事業展開しているＮＰＯ自立支援センターふるさとの会の低所得高齢者支援付き住宅のような取り組みを提案します。例えば老朽化したアパートをリフォームする、あるいは新築することで、小規模な高齢者向け住宅を用意する。そこでは入居者の生活に24時間寄り添って医療や介護のサービスを利用してその人らしい暮らしを実現するための相談を行う。ご近所の医師や介護保険事業所と連携して、生活保護並みの利用費用でまかなっています。荒川区にも、生活保護を受け、あるいは、同等の、年金暮らしをしながら住宅に困っている、見守りや介護の必要な高齢者は大勢います。社会的入院を減らすためとされる、療養型病床の削減もまじかです。NPOの提案する支援付き住宅の制度化を推進し、区内にモデル住宅を作ることなどはいかがでしょうか。

また、高齢者の住まいの整備のために、１２０００戸といわれる空き住宅の調査も必要です。区においては、今年度から2年間で、非木造住宅、次に木造住宅の全戸調査を行うと聞いています。空き住宅の調査、大家さんの意向調査など、支援付き住宅を見据えた調査が必要と考えますが、見解を求めます。

4番目に化学物質使用を減らす対策についてうかがいます。

　　化学物質過敏症の方から、トイレの香料でしんどくなるので公共施設ではやめてもらえないかとご意見をいただきました。トイレの芳香剤にも反応して、アレルギー症状や喘息の発作がでるそうです。ちょうど、区がぴかぴかトイレの取り組みを始める時だったので、芳香剤はどうしても必要な所に、せめて天然素材のものをと要望した経過があります。　　化学物質過敏症などの患者は、新建材の素材や床に塗るワックスやインキから揮発する化学物質、たばこや香水、整髪剤や芳香剤などの香料、農薬や殺虫剤、合成洗剤などなどに反応して、症状が出てしまいます。重症になると、仕事や家事が出来ない、学校へ行けない…など、通常の生活さえ営めなくなります。その発症のメカニズムについては、確定はしていないものの、化学物質はできるだけ減らそうという国の取り組みは進んできました。化学物質過敏症の患者は、他の人は感じない微量の化学物質に反応するので、理解されにくく、孤立感にさいなまれています。自分は苦しいのに、変人扱いされることは、ご本人にとって、つらいことだと思います。その不幸を和らげるために、自治体としてできることは、化学物質を必要以上に使わないよう配慮し、区民にも啓発することではないでしょうか。そこでまず、

　農薬・殺虫剤使用の区の現状と今後の周知についてうかがいます。
戸外での使用については、農水省と環境省は、住宅地等での農薬使用による住民や子ども等の健康被害を防止するため、農薬使用をできるだけ減らすよう2007年通知を出しました。農水省・環境省・厚労省の通知やマニュアルでは、農薬・殺虫剤の定期散布を止め、まず生息調査をした上で、出来る限り薬剤を使用しない方法で行うとされているはずです。

これを区民に周知徹底するため、区の指針を区民に示すことが必要ではないでしょうか。また、公共施設を管理する指定管理者など、さまざまな団体に周知徹底するためにも、各施設ごとの農薬・殺虫剤等の使用状況の公開を行うべきと考えますが、いかがでしょうか。

次に、香料の被害の啓発についてうかがいます。

化学物質過敏症の発作のメカニズムは解明されていないとはいえ、香料自粛を啓発する自治体が増えています。香料で苦しむ人がいるという現実を受けての取り組みです。岐阜市や阪南市などでは、本庁舎や保健所、集会所などに「香料が好きな人がいます　香料が嫌いな人もいます　香料等はアレルギー体質や化学物質過敏症の方にとっては　アレルギーや喘息の発作を誘発する場合があります。配慮をお願いいたします」というような表現のポスターを掲示しています。私は化学物質過敏症ではありませんが、映画館やコンサート会場で、化粧品や整髪料のにおいに、思わず、別の席をさがした経験が何度もあります。しかし、つけているご本人は自覚していないのでしょうし、化学物質過敏症や、香料に苦しんでいる人がいることもご存じないのだと思います。

荒川区も、香料に苦しむ不幸な人を少しでも減らすために、香料自粛の啓発を行うべきと考えますが、見解を求めます。

以上で質問を終わります。回答をよろしくお願いいたします。

